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１．概  説                                    
 

１－１ 概  要 

 

  本手引の解説（以下「手引の解説書」という。）は、「千葉県における宅地開発等に伴う雨

水排水・貯留浸透計画策定の手引」（以下「手引書」という。）を補足するために作成したも

のである。 

本「手引の解説書」は、「手引書」のうち、主として、流出抑制対策として設置する貯留浸

透施設及び調整池を単独又は組み合わせて計画する場合について解説している。 

 

(1)「手引書」との関係 

  本「手引の解説書」は、「手引書」のうち第５条以下の内容について補足解説したもの

である。すなわち、図１－１（「手引書」第２条の図２－１の再掲）のうち図の点線の枠

内について必要と考えられる事項を記述している。また、雨水排水計画策定の方法を具体

的に示すために「手引書」に基く計算例も示している。  

 

(2) 関連技術指針等 

流出抑制施設の計画については、本「手引解説書」の他、各種の目的で技術基準等が作

成されているが、その一覧表を巻末に参考資料－１として示した。 

本「手引の解説書」は、これらの基準等のうち、下記の図書をベースとして作成したの

である。 

「雨水浸透施設技術指針（案）調査・計画編」(社)雨水貯留浸透技術協会 

「雨水浸透施設技術指針（案）構造・施工・維持管理編」(社)雨水貯留浸透技術協会 

「防災調節池等技術基準(案)の解説と事例」(社)日本河川協会 

「増補流域貯留施設等技術指針（案）」 

    監修 建設省河川局都市河川室、発刊（社）日本河川協会 

「宅地開発等に伴い設置される浸透施設等設置技術指針と解説」 

   監修 建設省建設経済局民間宅地指導室、編集 (社)日本宅地開発協会 
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・河川計画規模の降雨による開発地区からの流出量の比流量ｑの算定 

・放流先河川の流下能力比流量ｑcの算定（許容放流比流量の設定） 

雨水流出抑制対策等の必要性の判定

ｑc＜ｑ 

流出抑制対策等は不要

とし、河川に直接放流

することを許容する。 

開発者自ら河川改修を実施するか

河川改修計画 

・ 河川管理者と協議（計画

規模の設定及び改修計画

の策定） 

・ 河川法20条等に基づく手

続きを行う 

雨水排水計画手法の選択 

雨水排水計画その１（第4条）

とその２（第5条）のいずれか

を選択する。 

調整池の計画（その１の方法） 

・ 地域ごとに定めた流域面積 1ha 当た

りの洪水調節容量以上の調整池を計

画する。 

・ 調整池からの放流比流量は

0.025m3/s/haとする。 

計画降雨の設定 

計画降雨：年超過確率1/50、後方集中型降雨

波形、継続時間24時間とする。 

浸透施設及びオンサイト貯留施設の計画 

・機能の継続性と良好な維持管理が確保される場合

は、その流出抑制効果を算定し開発地区からの放流

比流量ｑoを算定する。 

当該宅地開発計画を折り込ん

だ河川改修計画が策定されて

いるか 

概ね 10 年以内で河川改修が完

了するか 

暫定調整池計画 

計画降雨：年超過確率1/30、

後方集中型、継続時間24時

間雨量とする。 

浸透施設、オンサイト貯留施設を導入するか 

雨水排水計画の決定 

許容放流比流量の設定 

放流先河川の流下能力相当比流量又は地域毎

に定めた許容放流比流量の下限値とする。 

調整池の必要性の判定 ｑc＜ｑo 

調整池の計画（その２の方法） 

・計画降雨による流入量を許容放流量の値に調節する

ための洪水調節容量を厳密計算法により算定する。

・浸透施設又はオンサイト貯留施設を導入する場合は

効果を反映した計画とする。

図１－１ 雨水排水計画策定検討手順 

第６条 調整池の計画   Yes 

第４条 雨水排水計画その１ 

No 

第10条 浸透施設の計画      Yes 

第11条 オンサイト貯留施設の計画 

第５条 雨水排水計画その２ 

Yes 

Yes 

Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 

No 
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(3) 流出抑制施設の構造形式の分類 

  宅地開発に伴い設置される流出抑制施設としての構造形式は、図１－２に示すように貯

留型施設と浸透型施設に大別される。 

                            浸透桝 

                            浸透トレンチ 

                  浸透施設      トラフ＆トレンチ 

                  （拡水法）     浸透側溝 

          浸透型施設             透水性舗装 

                            乾式井戸 

                  浸透井戸       

                  （井戸法）     湿式井戸 

                            浸透池 

流出抑制施設            貯留浸透施設      

                           砕石空隙貯留浸透施設 

                            小堤貯留 

                  オンサイト貯留   小掘込貯留 

                 （流域貯留施設）    地下貯留 

          貯留型施設 

                            ダム式 

                  オフサイト貯留   掘込式 

                 （調整〔節〕池）    地下式 

図１－２ 流出抑制施設の構造形式による分類 

 

貯留型施設は、調整池等に代表されるオフサイト貯留施設と集合住宅の棟間、駐車場の

他、学校の校庭や公園の広場等の公共公益施設に設置されるオンサイト貯留施設分類され

る。 

浸透型施設には、拡水法と井戸法があり、拡水法は地表近くの不飽和帯に雨水を浸透さ

せるのに対し、井戸法は地下水帯に浸透させるものである。 

各施設の一般的な構造形式は表１－１及び表１－２に示すとおりである。 

 浸透施設、オンサイト貯留施設、オフサイト貯留施設は、単独で設置する場合と、これ

らを組み合わせて設置する場合が考えられる。 

  浸透施設は、流出抑制効果に加え、地下水涵養、平常時における河川流量の確保等流域

における健全な水循環保全のためからも、その導入が望まれる。但し，浸透井戸について

は、地下水への影響が懸念されることから慎重な対応が必要である。 
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表１－１ 浸透施設の一般的構造形式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：宅地開発に伴う浸透施設等設置技術指針の解説） 
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表１－２ 貯留型施設の一般的構造形式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：宅地開発に伴う浸透施設等設置技術指針の解説） 
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１－２ 雨水排水計画策定の考え方と検討手順 

 

  宅地開発に当っては、開発面積、土地利用計画、地形、地質構成及び放流先河川の状況等

を考慮して、開発地区からの計画降雨による流出量を許容放流量の値以下に低減することが

求められる。 

  流出抑制施設の計画に当っては、開発地区及び下流河川の流下能力の条件に加え水循環に

対する影響、施工性、維持管理等を総合的に勘案の上、貯留型施設及び浸透型施設を組み合

わせるなど効果的な流出抑制方式を選択する必要がある。 

 

 (1)雨水排水計画検討の考え方 

宅地開発等に伴う流出抑制方式は、従来、調整池を整備する方式が主流であったが、近

年は、調整地に加え、オンサイト貯留施設や浸透型施設を開発地区内に分散配置する方法

が採用されるようになった（図１―３参照）。 

  このような流出抑制方法の検討において留意すべき事項を要約すると下記のようになる。 

① 機能の継続性と良好な維持管理が確保できること。 

② 土地利用上支障のない配置、構造であること。 

③ 水循環及び生態系等の保全再生効果が期待できること。 

④ 施工及び維持管理が容易であること。 

                                           浸透施設 

                                                          

 

 

                                                                  調整池 

 

 

                                                     オンサイト貯留施設 

 

図１―３ 流出抑制施設配置の概念 

 

(2) 雨水排水計画検討の手順 

  雨水排水計画立案において浸透施設、オンサイト貯留施設及び調整池等の流出抑制施設

計画の手順は以下のとおりである（図１－４参照）。 

 

① 基本条件の整理 

開発地区における開発面積、土地利用計画（不浸透域，浸透域の面積）、造成計画（切

土、盛土面積）及び下水道の雨水排水計画資料を整理する。 

また、下流河川の流下能力を調査し、許容放流比流量を設定するとともに、計画降雨、

流出抑制施設計画の基本条件の整理を行う。 
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  計画降雨は、地域ごとに設定されている年超過確率1/50の降雨強度式を用い後方集中型

降雨波形とする。 

 

② 浸透能力の検討 

  開発地区及び周辺の地質調査及び地下水位資料を収集し、浸透施設導入の可能性につい

て検討する。 

浸透施設を導入する場合は、地質調査等から浸透層の分布を把握し、造成計画を考慮し

て浸透可能区域を設定する。さらに、現地浸透試験を行い、地盤の浸透能力を飽和透水係

数によって評価する。 

 

③ 浸透施設整備計画 

  土地利用別に導入する浸透施設の構造形式について検討し、導入する浸透施設の構造形

式と単位設計浸透量を設定する。 

  さらに，浸透施設の土地利用別配置計画と浸透施設への集水面積（浸透処理面積）につ

いて検討し、浸透施設の設置数量から、浸透処理区域における全体の設計浸透量及び浸透

強度を算定する。 

 

④ オンサイト貯留施設計画条件の検討 

 土地利用計画より、オンサイト貯留施設の導入の可能性について検討し、導入する場合

は、設置場所の貯留可能面積と貯留限界水深から貯留可能容量を設定するとともに貯留施

設への集水面積を求める。 

オンサイト貯留施設の規模は、年超過確率1/5～1/10の計画降雨で設定することが一般的

であるが、放流先河川に対する流出抑制施設として検討する場合は、年超過確率1/50の計

画降雨を用いる必要がある。 

 

⑤ オンサイト貯留施設整備計画 

計画降雨によるオンサイト貯留施設への流入量を算定し、貯留追跡計算により放流孔の

寸法、形状を設定し、貯留水深及び降雨終了後の湛水時間等を確認する。通常、年超過確

率1/5～1/10による中央集中型降雨波形で、降雨終了後2時間程度で排水を完了することを

目安としている。 

 

⑥ 調整池計画条件の検討 

  開発地区からの流出量を計算し、許容放流量との関係から調整池の必要性を検討する。 

 

⑦ 調整池整備計画 

 浸透施設、オンサイト貯留施設の効果を見込んだ上で開発地区からの流出ハイドログラ

フを作成し、これに基いて貯留追跡計算を行い、調整池の必要洪水調節容量や放流孔の寸

法を設定する。 
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図１－４ 雨水排水計画検討手順の概要 

開発計画諸元 

・開発面積             

・造成計画（切土、盛土面積）    

・土地利用計画（浸透域、不浸透域面積）

・下水道雨水排水計画 

浸透能力の検討 

・ 開発地区の地質構成と浸透可能性の判定 

・地質調査と現地浸透試験 

・浸透能力マップの作成(10ha以上の場合) 

・単位設計浸透量の設定 

オンサイト貯留施設整備計画 

・ 計画降雨によるオンサイト貯留施設への流入量の算定

（浸透施設併用の場合は、これを反映した流出モデルと

する） 

・ 各施設の貯留追跡計算 

（貯留可能容量を満足する放流孔の設定） 

・ 計画諸元の設定 

（計画貯留容量、貯留面積、貯留水深、放流量等の設定）

・ 許容放流量を満足する場合は、調整池不要 

浸透施設整備計画 

・ 土地利用別浸透施設の構造形式の検討 

・ 浸透施設の配置計画と設置数量 

・ 浸透施設への集水面積 

・ 浸透施設の設計浸透量と浸透強度の算定 

・ 許容放流量を満足する場合は、貯留施設不要

調整池整備計画 

・ 計画降雨による調整地流入量の算定 

（浸透施設及びオンサイト貯留施設併用の場合はその

効果を反映した流出モデルとする） 

・ 貯留追跡計算 

（許容放流量を満足する放流孔と調節容量の算定）

・ 計画諸元の設定 

（洪水調節容量、放流孔の設定等） 

オンサイト貯留施設計画の条件の検討

・ 土地利用別貯留可能容量の設定 

（貯留限界水深、貯留可能面積） 

・ 水位容量曲線の設定 

・ 流域特性調査 

 （集水面積と流出係数の設定） 

調整池計画条件の検討 
・ 調整地位置と水位容量曲線の設定 

・ 流域特性調査 

（不浸透域と浸透域による流出率） 

（洪水到達時間） 

（貯留浸透処理区域と直接流出域の区分） 

雨水排水計画の目標設定 

・流出抑制施設計画降雨の設定（年超過確率1/50、

  後方集中型、24時間雨量） 

・下流河川の流下能力による許容放流量の比流量

  の設定又は地区別に設定された放流比流量の下  

  限値による設定 
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